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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第85期

中間連結会計期間
第86期

中間連結会計期間
第85期

会計期間

自2025年
４月１日
至2025年
９月30日

自2026年
４月１日
至2026年
９月30日

自2025年
４月１日
至2026年
３月31日

売上高 （百万円） 43,933 44,156 96,953

経常利益 （百万円） 3,034 3,428 8,121

親会社株主に帰属する中間（当期）純

利益
（百万円） 2,076 2,255 5,969

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 6,418 3,231 13,079

純資産額 （百万円） 79,810 88,238 85,941

総資産額 （百万円） 116,214 131,251 130,915

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 82.24 89.36 236.47

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 68.43 66.99 65.41

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 11,131 8,656 5,589

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2,013 △1,844 △5,288

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,391 △1,518 2,654

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高
（百万円） 19,703 20,223 14,931

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

 

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や企業の設備投資需要を背景に、緩やかな回

復基調で推移いたしました。一方で、エネルギー価格や各種原材料価格の高止まりに加え、物価上昇による個人消

費への影響がみられるなど、依然として先行き不透明な状況が続いております。また、中東情勢をはじめとする地

政学的リスクや金融政策動向等にも注視が必要な状況となっております。

　建設業界におきましては、公共投資が底堅く推移するとともに、民間企業における設備投資需要も堅調に推移い

たしました。しかしながら、建設資材価格や労務費の高止まりに加え、時間外労働規制への対応や技能労働者不足

の長期化など、人件費及び施工コストの上昇圧力が継続しており、依然として厳しい経営環境で推移いたしまし

た。

　このような情勢下、当社グループは2024年度から第19次経営計画をスタートさせ、４つの経営目標「信頼」「競

争力」「実行力」「挑戦」を掲げ、「安全と技術の名工」「社員が誇れる企業」を目指し課題解決に取り組んでま

いりました。

　当中間連結会計期間の連結業績は、売上高は44,156百万円（前年同期比 223百万円増加）となりました。利益に

おきましては、営業利益が3,088百万円（前年同期比 416百万円増加）、経常利益は3,428百万円（前年同期比 394

百万円増加）で親会社株主に帰属する中間純利益は2,255百万円（前年同期比 179百万円増加）となりました。

 

①財政状態

　当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ受取手形・完成工事未収入金等が21,593百万

円減少しましたが、現金預金が5,292百万円増加、契約資産が14,336百万円増加、流動資産のその他が1,623百万円

増加、投資有価証券が1,317百万円増加したことなどにより335百万円増加して131,251百万円となりました。

　負債につきましては、未成工事受入金が1,312百万円増加、繰延税金負債が445百万円増加しましたが、支払手

形・工事未払金等が2,877百万円減少、賞与引当金が1,612百万円減少したことなどにより、1,961百万円減少の

43,013百万円となりました。

　純資産につきましては、その他有価証券評価差額金が1,082百万円増加、利益剰余金が1,321百万円増加したこと

などにより、2,296百万円増加の88,238百万円となりました。

 

②経営成績

　当中間連結会計期間の連結業績は、受注高は土木部門、建築部門ともに官公庁が減少しましたが、民間の鉄道関

係の受注が土木部門、建築部門で増加し45,329百万円（前年同期比14,711百万円増加）となりました。売上高は、

建設事業で建築部門が減少しましたが、土木部門で完成工事高が増加したことにより44,156百万円（前年同期比

223百万円増加）となりました。利益におきましては、販売費及び一般管理費が増加しましたが、完成工事総利益

及び兼業事業総利益が増加したことにより、営業利益で3,088百万円（前年同期比 416百万円増加）、受取配当金

等が増加したことにより経常利益で3,428百万円（前年同期比 394百万円増加）、親会社株主に帰属する中間純利

益は2,255百万円（前年同期比 179百万円増加）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

（建設事業）

　当中間連結会計期間については、完成工事高は前年同期比272百万円増加（0.6％）の44,400百万円となったこと

により、セグメント利益は前年同期比707百万円増加（13.4％）の5,973百万円となりました。

（不動産事業等）

　当中間連結会計期間については、兼業事業売上高が前年同期比28百万円増加（4.6％）の652百万円となったこと

により、セグメント利益は前年同期比6百万円増加（2.5％）の253百万円となりました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物の中間期末残高は、20,223百万円となり、前連結会計年度末

比5,292百万円の増加となりました。

　営業活動によるキャッシュ・フローは8,656百万円の収入超過（前年同期は11,131百万円の収入超過）となり

ました。主な要因は、仕入債務の減少2,877百万円、その他の資産の増加1,652百万円等の支出要因がありました

が、税金等調整前中間純利益3,336百万円、売上債権の減少8,437百万円等の収入要因があったことによるもので

す。

　投資活動によるキャッシュ・フローは1,844百万円の支出超過（前年同期は2,013百万円の支出超過）となりま

した。主な要因は、投資有価証券の売却による収入177百万円等がありましたが、有形固定資産の取得による支

出1,525百万円、無形固定資産の取得による支出560百万円等があったことによるものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローは1,518百万円の支出超過（前年同期は1,391百万円の支出超過）となりま

した。主な要因は、長期借入金の返済による支出534百万円、配当金の支払額933百万円等があったことによるも

のです。

 

（３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

 

（４）研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は24百万円であります。なお、研究開発活動

の状況に重要な変更はありません。

 

 

 

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 65,000,000

計 65,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 27,060,000 27,060,000
名古屋証券取引所

メイン市場

単元株式数

100株

計 27,060,000 27,060,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 27,060,000 － 1,594 － 1,746
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

東海旅客鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 2,139 8.47

名工建設社員持株会 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 1,676 6.63

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,200 4.75

株式会社北陸銀行 富山市堤町通り一丁目２番26号 913 3.61

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 806 3.19

岡谷鋼機株式会社 名古屋市中区栄二丁目４番18号 684 2.71

東鉄工業株式会社 東京都品川区広町二丁目１番21号 524 2.07

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 511 2.02

興和株式会社 名古屋市中区錦三丁目６番29号 500 1.98

東邦瓦斯株式会社 名古屋市熱田区桜田町19番18号 500 1.98

計 － 9,455 37.45

（注）　上記の他、自己株式が1,817千株（6.71％）あります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）
－

－
普通株式 1,817,000

（相互保有株式）
－

普通株式 98,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,122,300 251,223 －

単元未満株式 普通株式 21,900 －
１単元（100株）　

未満の株式

発行済株式総数  27,060,000 － －

総株主の議決権  － 251,223 －

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）     　

名工建設㈱
名古屋市中村区

名駅一丁目１番４号
1,817,000 － 1,817,000 6.71

（相互保有株式）     　

㈱濃建
不破郡垂井町

1856－１
45,600 － 45,600 0.17

㈱鈴木軌道
大府市北崎町井田

252－６
36,100 － 36,100 0.13

㈲稲津組
静岡市清水区

七ツ新屋一丁目４－５
11,400 － 11,400 0.04

㈲石垣工業 高山市花里町三丁目67 5,700 － 5,700 0.02

計 - 1,915,800 － 1,915,800 7.08
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書に記載した事項を除き、前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間

における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

取締役

執行役員

安全本部長

鉄道営業部担当

鉄道安全部長

取締役

執行役員

安全本部長

鉄道営業部担当

関戸　淳二 2026年７月１日

取締役

執行役員

企画本部長

システム企画部長

取締役

執行役員

企画本部長

技術企画部長

梅田　博志 2026年７月１日
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（1949年建設省令第14号）に

準じて記載しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９

月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けておりま

す。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

    
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 14,931 20,223

受取手形・完成工事未収入金等 25,897 4,304

契約資産 33,786 48,122

電子記録債権 1,647 466

未成工事支出金 121 259

その他の棚卸資産 ※１ 117 ※１ 116

その他 908 2,532

貸倒引当金 △1 △1

流動資産合計 77,408 76,025

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 10,380 10,588

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 961 948

土地 6,860 6,860

建設仮勘定 725 650

有形固定資産合計 18,927 19,047

無形固定資産   

ソフトウエア 339 269

ソフトウエア仮勘定 627 1,006

その他 18 18

無形固定資産合計 985 1,293

投資その他の資産   

投資有価証券 29,672 30,989

退職給付に係る資産 3,512 3,478

その他 445 450

貸倒引当金 △35 △34

投資その他の資産合計 33,594 34,884

固定資産合計 53,507 55,226

資産合計 130,915 131,251
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  （単位：百万円）

    
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 12,700 9,822

短期借入金 1,214 1,530

１年内償還予定の社債 1,000 1,000

未払法人税等 1,588 1,135

未成工事受入金 1,891 3,204

完成工事補償引当金 229 239

工事損失引当金 15 －

賞与引当金 2,917 1,304

役員賞与引当金 63 8

その他 7,878 9,678

流動負債合計 29,498 27,923

固定負債   

長期借入金 6,400 5,500

繰延税金負債 5,845 6,290

退職給付に係る負債 2,398 2,465

その他 832 833

固定負債合計 15,476 15,089

負債合計 44,974 43,013

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,594 1,594

資本剰余金 1,823 1,823

利益剰余金 65,883 67,205

自己株式 △950 △950

株主資本合計 68,351 69,672

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 14,175 15,258

退職給付に係る調整累計額 3,110 3,000

その他の包括利益累計額合計 17,286 18,258

非支配株主持分 304 306

純資産合計 85,941 88,238

負債純資産合計 130,915 131,251
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

    
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 43,933 44,156

売上原価 38,403 37,936

売上総利益 5,529 6,220

販売費及び一般管理費 ※ 2,858 ※ 3,132

営業利益 2,671 3,088

営業外収益   

受取利息 3 3

受取配当金 346 368

受取地代家賃 40 42

その他 9 13

営業外収益合計 400 428

営業外費用   

支払利息 36 81

その他 0 6

営業外費用合計 36 88

経常利益 3,034 3,428

特別利益   

固定資産売却益 0 1

投資有価証券売却益 － 107

特別利益合計 0 109

特別損失   

固定資産除却損 3 7

投資有価証券評価損 － 194

特別損失合計 3 201

税金等調整前中間純利益 3,032 3,336

法人税等 953 1,078

中間純利益 2,078 2,257

非支配株主に帰属する中間純利益 2 2

親会社株主に帰属する中間純利益 2,076 2,255
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 2,078 2,257

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 4,402 1,083

退職給付に係る調整額 △63 △109

その他の包括利益合計 4,339 973

中間包括利益 6,418 3,231

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 6,412 3,228

非支配株主に係る中間包括利益 5 3
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

    
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 3,032 3,336

減価償却費 416 582

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 △1

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 15 10

工事損失引当金の増減額（△は減少） － △15

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,315 △1,612

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △46 △54

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 38 △61

受取利息及び受取配当金 △349 △372

支払利息 36 81

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） － △107

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） － 194

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △1

有形固定資産除却損 3 7

売上債権の増減額（△は増加） 11,352 8,437

未成工事支出金の増減額（△は増加） △222 △137

その他の棚卸資産の増減額（△は増加） 0 0

その他の資産の増減額（△は増加） △1,649 △1,652

仕入債務の増減額（△は減少） △1,163 △2,877

未成工事受入金の増減額（△は減少） △35 1,312

その他の負債の増減額（△は減少） 2,026 2,829

小計 12,136 9,897

利息及び配当金の受取額 349 372

利息の支払額 △35 △83

法人税等の支払額 △1,319 △1,530

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,131 8,656

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,912 △1,525

有形固定資産の売却による収入 0 63

固定資産の除却による支出 △0 △0

無形固定資産の取得による支出 △102 △560

投資有価証券の売却による収入 － 177

貸付金の回収による収入 0 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,013 △1,844

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △750 △50

長期借入れによる収入 1,150 －

長期借入金の返済による支出 △1,184 △534

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △605 △933

非支配株主への配当金の支払額 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,391 △1,518

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,727 5,292

現金及び現金同等物の期首残高 11,976 14,931

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 19,703 ※ 20,223
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１．その他の棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

販売用不動産 88百万円 87百万円

材料貯蔵品 29 28

計 117 116

 

２．保証債務

　連結子会社以外の会社等の金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

従業員（金融機関からの借入） 1百万円 0百万円

門真市立中学校ＰＦＩ事業㈱（注） 1 1

計 2 2

（注）門真市立中学校ＰＦＩ事業株式会社（当社の関連会社）の金融機関からの借入金について一切の債務を担

保するため、劣後貸付債権根譲渡担保権設定契約を締結しております。
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（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の内、主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

従業員給料手当 918百万円 900百万円

賞与引当金繰入額 255 268

減価償却費 128 290

退職給付費用 41 30

役員賞与引当金繰入額 7 8

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
至 2026年９月30日）

現金預金勘定 19,703百万円 20,223百万円

現金及び現金同等物 19,703 20,223
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年５月19日

取締役会
普通株式 605 24.0 2025年3月31日 2025年6月6日 利益剰余金

 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月31日

取締役会
普通株式 530 21.0 2025年9月30日 2025年11月25日 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年５月18日

取締役会
普通株式 933 37.0 2026年3月31日 2026年6月5日 利益剰余金

 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるも

の

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2026年11月５日

取締役会
普通株式 833 33.0 2026年9月30日 2026年11月24日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2025年４月１日　至2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注１）

中間連結

損益計算書

計上額

（注２）
 建設事業 不動産事業等 合計

売上高      

外部顧客への売上高 43,326 606 43,933 － 43,933

セグメント間の内部売上高

又は振替高
801 16 818 △818 －

計 44,128 623 44,751 △818 43,933

セグメント利益 5,265 247 5,513 △2,842 2,671

（注）１．セグメント利益の調整額△2,842百万円には、セグメント間取引消去16百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△2,858百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しな

い販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自2026年４月１日　至2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額

（注１）

中間連結

損益計算書

計上額

（注２）
 建設事業 不動産事業等 合計

売上高      

外部顧客への売上高 43,522 634 44,156 － 44,156

セグメント間の内部売上高

又は振替高
878 17 896 △896 －

計 44,400 652 45,052 △896 44,156

セグメント利益 5,973 253 6,226 △3,138 3,088

（注）１．セグメント利益の調整額△3,138百万円には、セグメント間取引消去△6百万円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△3,132百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しな

い販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント

合計

 建設事業 不動産事業等 合計

官公庁 10,655 － 10,655 10,655

民間 32,671 48 32,719 32,719

顧客との契約から生じる収益 43,326 48 43,375 43,375

その他の収益（注） － 557 557 557

外部顧客への売上高 43,326 606 43,933 43,933

　　　（注）その他の収益には、リース取引等を含んでおります。

 

当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（単位：百万円）

 報告セグメント

合計

 建設事業 不動産事業等 合計

官公庁 10,873 － 10,873 10,873

民間 32,648 74 32,723 32,723

顧客との契約から生じる収益 43,522 74 43,596 43,596

その他の収益（注） － 559 559 559

外部顧客への売上高 43,522 634 44,156 44,156

　　　（注）その他の収益には、リース取引等を含んでおります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純利益 82円24銭 89円36銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
2,076 2,255

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（百万円）
2,076 2,255

普通株式の期中平均株式数（千株） 25,243 25,243

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

（1）期末配当

2026年５月18日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　933百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　37円

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　　2026年６月５日

（注）2026年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

 

（2）中間配当

　　2026年11月５日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　833百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　33円

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　　2026年11月24日

　（注）2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年11月12日

名工建設株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

　名　古　屋　事　務　所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 由良　知久

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大谷　光尋

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名工建設株式

会社の2026年４月１日から2027年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、名工建設株式会社及び連結子会社の2026年９月３０日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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